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平成２８年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書  

 

◎ 調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数  

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （２）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４ 

 

２ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５ 

 

 ３ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （３）経営上の障害‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 
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 （１）週所定労働時間(残業時間・休憩時間は除く)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８ 
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 ５ 年次有給休暇           

 （１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥･･１０ 
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９ 女性の管理職 

（１）女性の管理職の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１６ 
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調 査 の あ ら ま し  

○調査の目的  

  本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業  

労働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資すること  

を目的とする。 

 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査  

 

○調査時点  

     平成２８年７月１日 

 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

      ※「平成２６年経済センサス－基礎調査」を基に調査数を決定しており、本県事

業所数の減少に伴い、前年の８００事業所から２００減少した。  

     ② 有効回答数    ４４６事業所（製造業２３７、非製造業２０９） 

     ③ 回 答 率      ７４．３％ 

 

○主な調査項目  

     ① 経営状況 

     ② 経営上の障害 

     ③ 経営上の強み 

     ④ 労働時間 

     ⑤  年次有給休暇 

     ⑥ 新規学卒者の採用と初任給  

     ⑦  新規学卒者の採用計画 

     ⑧ 従業員の採用方法 

     ⑨ 女性の管理職 

     ⑩ 賃金改定状況 
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◎ 調査概要 

１ 回答事業所数及び常用労働者数 

（１）回答事業所数及び常用労働者数 

  調査対象６００事業所のうち、４４６事業所（回答率７４．３％）から回答が寄せられた。業種

別の回答事業所の割合は、製造業が２３７事業所（同７１．８％）、非製造業が２０９事業所（同

７７．４％）となっている。 

従業員数規模別で回答事業所の比率をみると、製造業２３７事業所のうち「１０人未満」規模の

事業所が２４．５％、「１０～２９人」規模が３２．５％、「３０～９９人」規模が３５．０％、

「１００～３００人」規模が８．０％となっている。 

一方、非製造業２０９事業所では、「１０人未満」規模の事業所が２７．３％、「１０～２９

人」規模が４０．７％、「３０～９９人」規模が２６．８％、「１００～３００人」規模が５．

３％となっており、製造業は従業員規模「３０～９９人」が最も多く、非製造業は「１０～２９

人」が最も多い結果となった。（図－１） 

 

図－１  従業 員規 模別回答 割合  
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表－１ 回答事業所数及び常用労働者数

数 

 表－１ 回答事業所数および従業員数 

単位：人、 ( )内は男女比率

 

調査事業所数 回答事業所数 従業員数 男　　性 女　　性

800 496 17,496 12,378（７０．７％） 5,118（２９．３％）

440 256 10,010 6,713（６７．１％） 3,297（３２．９％）

　食　料　品 65 36 1,144 616（５３．８％） 528（４６．２％）

　繊維工業 44 20 1,016 175（１７．２％） 841（８２．８％）

　木材・木製品 60 31 751 600（７９．９％） 151（２０．１％）

　印刷・同関連 45 25 532 349（６５．６％） 183（３４．４％）

　窯業・土石 49 36 839 715（８５．２％） 124（１４．８％）

　化学工業 18 8 275 205（７４．５％） 70(２５．５％）

　金属・同製品 70 43 2,176 1,848（８４．９％） 328（１５．１％）

　機械器具 58 27 2,025 1,536（７５．９％） 489（２４．１％）

　その他の製造業 31 30 1,252 669（５３．４％） 583（４６．６％）

360 240 7,486 5,665（７５．７％) 1,821（２４．３％）

　情報通信業 13 11 449 345（７６．８％） 104（２３．２％）

　運輸業 58 39 1,815 1,701（９３．７％） 114（６．３％）

　建設業 86 59 1,972 1,727（８７．６％） 245（１２．４％）

　卸売業 73 45 1,152 768（６６．７％） 384（３３．３％）

　小売業 49 29 585 283（４８．４％） 302（５１．６％）

　サービス業 81 57 1,513 841（５５．６％） 672（４４．４％）

非
製
造
業

製
造
業

業　　　種

総　　　数

 製　造　業　計

非 製 造 業　計

調査事業所数 回答事業所数 従業員数 男　　性 女　　性

600 446 15,815 11,029（６９．７％） 4,786（３０．３％）

330 237 9,658 6,376（６６．０％） 3,282（３４．０％）

　食料品 45 35 1,239 613（４９．５％） 626（５０．５％）

　繊維工業 34 26 1,330 213（１６．０％） 1,117（８４．０％）

　木材・木製品 49 33 880 716（８１．４％） 164（１８．６％）

　印刷・同関連 32 22 463 301（６５．０％） 162（３５．０％）

　窯業・土石 40 30 494 443（８９．７％） 51（１０．３％）

　化学工業 11 10 343 235（６８．５％） 108(３１．５％）

　金属、同製品 53 42 2,497 2,168（８６．８％） 329（１３．２％）

　機械器具 42 26 2,076 1,518（７３．１％） 558（２６．９％）

　その他の製造業 24 13 336 169（５０．３％） 167（４９．７％）

270 209 6,157 4,653（７５．６％) 1,504（２４．４％）

　情報通信業 12 10 410 326（７９．５％） 84（２０．５％）

　運輸業 44 31 1,410 1,302（９２．３％） 108（７．７％）

　建設業 59 46 1,579 1,374（８７．０％） 205（１３．０％）

　卸売業 56 47 1,097 744（６７．８％） 353（３２．２％）

　小売業 35 25 311 181（５８．２％） 130（４１．８％）

　サービス業 64 50 1,350 726（５４．７％） 624（４５．３％）

非
製
造
業

製

造

業

業　　　種

総　　　数

 製　造　業　計

非 製 造 業　計



4 

 

回答事業所における総従業員数は、１５，８１５人（１事業所あたり平均３５．４６人）で、そ

の内訳は、男性が１１，０２９人、女性が４，７８６人となっている。なお、男女比率は、男性６

９．７％（全国平均７０．５％）、女性３０．３％（全国平均２９．５％）と全国の比率とほぼ同

じ値となっている。 

業種別に男女の占める割合をみると、男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９２．

３％、次いで、「窯業・土石」の８９．７％、「建設業」の８７．０％となっている。一方、女性

従業員数の割合が多い業種は「繊維工業」の８４．０％がダントツに多く、次いで、「食料品」の

５０．５％、「その他製造業」の４９．７％となっている。（表－１） 

 

（２）従業員の雇用形態別構成 

  従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が８１．４％、「パートタイマー」が１０．

４％、派遣社員が０．８％、「嘱託・契約社員」が６．４％、「その他」が１．０％となってお

り、全国平均７４．９％と比較し正社員の比率が高くなっている。 

業種別に構成比をみると、パートタイマーの雇用が比較的高かった業種は「サービス業」の３０．

３％、「その他製造業」の２６．８％であり、それぞれ３割程度となっている。また、「嘱託・契

約社員」の雇用が比較的高かった業種は「運輸業」の１１．１％、「窯業・土石」の９．０％と１

割程度となっている。（図－２） 

 

図－２ 業種別雇用形態の構成 
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秋田県における従業員の雇用形態別構成比をみると、男性は「正社員」が８８．４％と全国平均

の８４．７％を上回っており、約９割と非常に高い割合となっている。また「嘱託・契約社員」が

７．０％と全国平均の５．８％よりも高くなっている。一方、女性は「正社員」が６５．７％と全

国平均の５２．９％を大きく上回っているが、「パートタイマー」は２７．１％と全国平均の３

６．４％を９．３％下回っている。全国平均と比較して、男女ともに「正社員」の比率が高く、

「パートタイマー」の比率は低い割合を示している。（図－３） 

 

図－３ 雇用形態の構成 

 
 

２ 労働組合の有無 

回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は１１．０％となり、全国平均の６．６％より

４．４％上回っている。業種別にみると、製造業が１２．７％、非製造業が９．１％であり、製造

業が非製造業よりも３．６％高くなっている。 

また、従業員数規模別にみると、規模がより大きな事業所ほど、労働組合の組織率が高くなって

いる。（図－４） 

 

図－４ 労働組合の有無 

業 種 別              従 業 員 数 規 模 別 
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３ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

  本県の中小企業の経営状況について、前年と比べて経営状況が「悪い」と回答した事業所は３

６．１％と前年（３２．９％）を３．２％上回り、「良い」とする事業所は１３．８％と前年（１

８．６％）と比較すると４．８％下回る結果となり、景況はやや悪化している。 

  全国の経営状況では、「悪い」と回答した事業所が３１．９％、「良い」が１４．０％となって

おり、こちらも前年に比べてやや悪化傾向にある。（図－５） 

 

図－５ 経営状況の推移 

全  国                     秋 田 県 

 
 

（２）主要事業の今後の方針 

  主要事業の今後の方針をみると、「現状維持」が６７．３％（前年６６．７％）、次いで「強化

拡大」が２８．０％（同２９．１％）、「縮小」は３．４％（同３．５％）となっている。 

前年との比較では、本県における「現状維持」が前年より０．６％上回り、「強化拡大」は１．

１％下回っている。 

また、業種別にみると、製造業では「強化拡大」が３０．８％（前年３０．０％）と前年を０．

８％上回り、「縮小」が４．７％（同４．２％）と前年より０．５％上回った。対して、非製造業

では「強化拡大」が２４．８％（前年２８．０％）と３．２％下回り、「縮小」は１．９％（同

２．６％）と０．７％減少した。このような結果から、前年と比較すると、非製造業を中心に現状

維持の傾向が強まっている。（図－６） 

 

図－６ 主要事業の今後の方針 
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（３）経営上の障害 

経営上の障害を３項目以内で複数選択してもらった結果、「原材料・仕入品の高騰」が２３．

１％（前年４０．０％）と前年と比べ１６．９％と大幅に減少した一方で、「販売不振・受注の減

少」が４５．７％（同４０．４％）と前年と比べ５．３％増加したほか、「人材不足（質の不

足）」が３９．５％（同３７．５％）と前年と比べ２．０％増加しており、人材不足とともに販売

や受注の陰りが経営上の障害となっていることがうかがえる。 

業種別にみると、製造業で高い割合を占めているのは、「販売不振・受注の減少」の４１．２％

（前年４１．３％）、「人材不足（質の不足）」の３９．９％（同３４．４％）、「同業他社との

競争激化」の２９．２％（前年２６．６％）となっている。対して、非製造業で高い割合を占めて

いるのは、「販売不振・受注の減少」の５０．７％（前年３９．３％）、「同業他社との競争激

化」の４４．９％（同４８．０％）、「人材不足（質の不足）」の３９．０％（同４１．０％）で

あった。（図－７） 

 

図－７ 経営上の障害 

 
 

（４）経営上の強み 

経営上の強みを３項目以内で複数選択してもらった結果、「顧客への納品・サービスの速さ」が
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の独自性」が２２．４％（同２２．２％）となっている。 

業種別でみると、製造業では「製品の品質・精度の高さ」が４２．０％（前年４３．９％）と最

も多く、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」の２９．０％（同２９．０％）となっている。

一方、非製造業では「顧客への納品・サービスの速さ」が３５．５％（同３０．２％）と最も多

く、次いで「組織の機動力・柔軟性」の２８．９％（同２８．８％）という割合となっている。

（図－８） 

図－８ 経営上の強み 
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（１）週所定労働時間（残業時間、休憩時間は除く） 
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図－９ 週所定労働時間 

 

（２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

本県における従業員１人あたりの月平均残業時間をみると、９．３時間で前年の１０．８時間と

比べて１．５時間減少している。なお、全国平均の１１．５時間と比較すると、本県の方が２．２

時間下回る結果となった。 

業種別にみると、１人あたりの月平均残業時間が最も多いのは「運輸業」の１９．６時間（前年

２４．４時間）となっており、次いで、「金属・同製品」が１５．７時間（同１５．７時間）、

「機械器具」が１３．４時間（同１２．８時間）と続いている。（図－１０） 

 

図－１０ １人あたり月平均残業時間 
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５ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（※１）は、１７．０日（前年１６．９日）で昨

年とほぼ同水準となっており、全国平均の１５．６日（前年１５．６日）より、本県が１．４日多

い結果となった。 

内訳をみると、従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は７．２日（前年７．６日）と

なり、前年と比較すると０．４日の微減となった。 

また、平均取得率は、本県は１人あたり４５％（前年４７％）となり、全国平均の５０％（同４

９％）と比べると、５．０％低い割合となった。業種別にみると、「金属・同製品」が５４％（同

６１％）と最も高く、次いで「化学工業」が５３％（同３５％）、「木材・木製品」が５２％（同

４５％）と続いている。（図－１１）               

※１ 労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パートタイマーを含む。）に対 

し有給休暇を１０日間付与することが定められている。 

 

図－１１ 年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 
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表－２ 新規学卒者の採用状況 

採用予定人数（人） 実際の採用人数（人） 充足率 （％）

事務系
１４

【２１】
１４

【２０】
１００．０
【９５．２】

高　校　卒

技術系
１４５

【１４８】
１２６

【１２０】
８６．９

【８１．１】

事務系
４

【３】
４

【３】
１００．０

【１００．０】

専門学校卒

技術系
２２

【２２】
２１

【２２】
９５．５

【１００．０】

事務系
１

【１】
１

【１】
１００．０

【１００．０】

短　大　卒
（含高専）

技術系
３

【９】
３

【９】
１００．０

【１００．０】

事務系
１１
【８】

１０
【８】

９０．９
【１００．０】

大　学　卒

技術系
２２

【１５】
２０

【１３】
９０．９

【８６．７】

合　　　計
２２２

【２２７】
１９９

【１９６】
９５．５

【８６．３】

項 目

学卒別

 

     ※【 】内は前年実績。 

 

（２）平成２８年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額 

本県における平成２８年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額（平成２８年６月支給額）を

学卒別にみると、以下の結果となった。 

 

■ 技術系 

高校卒業者の初任給額の加重平均が１４５，７０８円となり、前年の加重平均１４１，９１８

円と比較すると、３，７９０円増加している。一方、専門学校卒の初任給額の加重平均が１５

５，１４２円となり、前年の加重平均１６０，０７９円と比較すると、４，９３７円減少した。

また、短大（含高専）卒業者の初任給額の加重平均が１６１，３３３円となり、増加に転じた。

（表－３） 

 

表－３ 技術系新規学卒者の平均初任給額（加重平均） 

H25年度 Ｈ26年度 H27年度 H28年度 全国平均

高校卒 141,623 143,151 141,918 145,708 160,303

専門学校卒 147,750 147,453 160,079 155,142 173,183

短大卒(含高専) 165,783 151,638 149,951 161,333 175,309

大学卒 186,848 177,745 177,785 189,688 197,015
 

※<加重平均>各事業所の１人あたり平均初任給額に、採用した人数を乗じて得た数の総和を、採用

した人数の総和で除した数値。 
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■ 事務系 

      高校卒業者の初任給額の加重平均が１４１，８５７円となり、前年の１４０，３７５円と比較

すると、１，４８２円増加している。一方、大学卒業者の初任給額の加重平均が１７１，１６１

円となり、前年の加重平均１７６，１００円と比較すると、４，９３９円の減少となった。（表

－４） 

 

表－４ 事務系新規学卒者の平均初任給額（加重平均） 

H25年度 Ｈ26年度 H27年度 H28年度 全国平均

高校卒 136,354 148,016 140,375 141,857 155,608

専門学校卒 148,357 ― 163,840 153,050 166,831

短大卒（含高専） ― 147,993 170,000 150,000 172,396

大学卒 175,489 173,725 176,100 171,161 196,338
 

 

７ 平成２９年３月新規学卒者の採用計画 

  平成２９年３月新規学卒者の採用計画についてみると、「採用計画がある」とする事業所は製造

業が６９事業所で２９．５％（前年３０．６％）、非製造業が４４事業所で２１．２％（同２２．

３％）となっており、前年３月と比較すると製造業・非製造業ともに１．１ポイント減少した。

（図－１２） 

 

 図－１２ 平成２９年３月卒採用計画 

 

 

なお、平成２９年３月の学卒別の新規学卒者採用計画をみると、高校卒の採用計画がある事業所

が９３事業所（前年１０４事業所）で前年より１１事業所減少したが、最も多かった。 

次いで、大学卒が４０事業所（前年３８事業所）で２事業所増加、専門学校卒が１１事業所（前

年２０事業所）で９事業所減少、短大卒（含高専）が３事業所（前年１０事業所）で７事業所減少

という結果となった。（図－１３） 
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図－１３ 学卒別の新規学卒者採用計画 

 

 

  また、従業員数規模別に各事業所での採用計画をみると、採用予定人数が最も多いのは「３

０～９９人」規模で、内訳は大学卒が２０事業所、短大卒（含高専）が１事業所、専門学校卒

が６事業所、高校卒が５２事業所となっている。（図－１４） 

 

図－１４ 従業員数規模別採用計画 

 

 

８ 従業員の採用方法 

（１）正社員の採用経験と採用ルートについて 

平成２３年４月から平成２８年７月１日までの正社員の採用についてみると、正社員を採用した

ことが「ある」と回答した事業所は７９．２％で、全国平均の７５．２％と比較すると４．０％上

回り、正社員としての採用を重視していることがうかがえる。業種別でみると、製造業が７９．

１％、非製造業が７９．３％となり、製造業、非製造業ともに正社員の採用経験がある事業所は８

割にのぼった。（図－１５） 
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図－１５ 正社員の採用経験 
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で「友人・知人等の紹介」が２２．３％（同３０．５％）、「学校訪問等の求人活動」が１１．

１％（同１４．１％）となり、本県ではハローワークを通じた採用が圧倒的に多いことがうかがえ

る。（図－１６） 

 

図－１６ 正社員の採用ルート 
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業が５９．０％、非製造業が４９．３％となり、製造業が非製造業を９．７％上回り、正社員以外

の採用経験については、製造業の方が多い結果となった。（図－１７） 

 

図－１７ 正社員以外の採用経験 
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図－１８ 正社員以外の採用ルート 
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９ 女性の管理職 

（１）女性の管理職の有無 

本県における女性の管理職の有無をみると、女性の管理職が「いる」と回答した事業所は３３．

０％となっている。全国平均の３４．８％と比較すると、１．８ポイント下回る結果となっており、

全国と比較すると女性の管理職の登用が少ないことがうかがえる。（図－１９） 

 

図－１９ 女性の管理職の有無 

 

（２）登用されている女性の管理職 

（１）で女性の管理職が「いる」と回答した事業所において、女性が多く登用されている管理

職をみると、本県で最も多かった回答は「役員」で４６．５％（全国平均６５．１％）となって

おり、次いで「課長級」が４２．４％（同２９．５％）となった。 

業種別でみると、製造業は「課長級」が４４．４％と最も多く、次いで「役員」が４１．７％と

なった。一方、非製造業では「役員」が５１．４％と最も多く、次いで「課長級」が４０．３％と

なった。（図－２０） 

 

図－２０ 登用されている女性の管理職 
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１０ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況 

  平成２８年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引上げ

た」と回答した事業所は４９．１％（２１７事業所）となり、前年の４７．８％（２３８事業所）

に比べ１．３ポイント増加した。また、全国平均４４．８％と比較しても４．３ポイント上回って

おり、増加傾向にあることがうかがえる。 

一方、賃金を「引下げた」と回答した事業所は１．１％（５事業所）と前年の０．４％（２事業

所）と比べると０．７ポイント増加した。また、賃金改定について「今年は実施しない」と回答し

た事業所は２０．１％（８９事業所）となっており、賃金改定について慎重に検討している事業所

が多いことがうかがえる。（図－２１） 

 

図－２１ 賃金改定実施状況 
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７％となり、前年の４７．７％と比べると５．０ポイント増加する結果となり、製造業よりも非製

造業において、賃金を引上げる傾向が強くなっている。（図－２２） 
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（２）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容 

（１）の問いで「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答のあった事業所を対象

に、賃金改定の内容を複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答は「定期昇給」で５

１．４％となっており、全国平均の５２．１％と比較すると０．７ポイント下回った。次いで

「基本給の引上げ」が３６．０％（全国平均３７．８％）、「諸手当の改定」が１６．８％（同

１４．４％）となった。業種別でみると、製造業は「定期昇給」が５６．５％と最も多く、次いで

「基本給の引上げ」が３２．４％、「諸手当の改定」が１５．７％となっている。また、非製造業

は「定期昇給」が４６．２％と最も多く、次いで「基本給の引上げ」が３９．６％、「諸手当の改

定」が１７．９％となり、製造業、非製造業ともに賃金改定の際に定期昇給を実施する事業所が多

い結果となった。（図－２３） 

 

図－２３ 賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容 
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に、賃金改定の決定の際に重視した要素を複数選択してもらった結果、本県で最も多かった回答
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次いで「労働者の確保・定着」が４６．７％（全国平均５０．５％）、「世間相場」が２３．
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46.2

56.5

51.4

52.1

17.0

13.0

15.0

14.2

39.6

32.4

36.0

37.8

17.9

15.7

16.8

14.4

5.7

8.3

7.0

8.9

非製造業

製造業

秋田県

全 国

定期昇給 ベースアップ 基本給の引上げ 諸手当の改定 臨時給与

0％ 100％



19 

 

図－２４ 賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定の際に重視した要素 

 

 

 

（４）平均昇給額 
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※表－６では、非製造業において、引下げ回答がなかったため、平均値を算出していない。 

<単純平均>各事業所の１人あたり平均初任給額を足し、事業所数で除した数値。 

<加重平均>各事業所の１人あたり平均初任給額に、採用した人数を乗じて得た数の総和を、採用した人数の総和で除

した数値。 

 

また、秋田県全産業の平均昇給額をみると、加重平均で３，７９４円（単純平均：４，０２０

円）と前年の加重平均４，２１２円（同：４，６２３円）に比べ４１８円減少しており、２年連続

で前年を下回った。（図－２５） 

 

図－２５ 平均昇給額の推移（加重平均） 
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